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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　インドネシア共和国（以下、インドネシアと略す）は工業化に必要な中間管理技術者を育成す

る工業高等専門学校（ポリテクニック）の拡充を図り、それに必要な教員の養成及び確保を急い

でいる。このため同国は、電気系、土木系、機械系各１校の中核ポリテクニック（ＮＲＰ）を定

めて、ポリテクニック校の教員を養成する役割を与えることとした。このうち電気系について

は、スラバヤ電子工学ポリテクニック（ＥＥＰＩＳ）がＮＲＰに選ばれ、インドネシア政府は我

が国に対して、同校の教員育成機能の強化・拡充を図ること等を目的としたプロジェクト方式技

術協力を要請してきた。これは、ポリテクニック教員の養成に必要な大学卒と同レベルのディプ

ロマ４（Ｄ４）履修課程を新設するとともに、産業界の高度化に対応して情報工学分野の技術者

養成を図るディプロマ３（Ｄ３）課程をも設立しようとするものである。

　要請を受けた国際協力事業団は1998年10月、事前調査団を派遣して、プロジェクト実施の妥当

性が高いことを確認した。この調査結果を踏まえて今般は、平成11年８月４～14日まで、東京工

業大学理工学国際交流センター長・工学部教授　藤井信生氏を団長とする実施協議調査団を現地

に派遣し、討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わして、平成11年10月１日から５年間にわたる

「電気系ポリテクニック教員養成計画プロジェクト」を実施することになった。

　本報告書は、同調査団の協議・調査結果を取りまとめたもので、今後の技術協力実施にあたっ

て、関係方面に広く活用されることを願うものである。

　ここに、調査団の各位をはじめ、調査にご協力頂いた外務省、文部省、在インドネシア日本大

使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願い

する次第である。

平成11年９月

国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団国際協力事業団
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１．実施協議調査団の派遣１．実施協議調査団の派遣１．実施協議調査団の派遣１．実施協議調査団の派遣１．実施協議調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　本件プロジェクトは、インドネシア産業界で不足する中堅技術者の育成機関である電気系工業

高等専門学校（ポリテクニック）の教員養成コース新規開設をめざすもので、インドネシアの第

６次国家開発計画（1994～1998年；それ以後の国家開発計画は未発表）の重点課題である「人的

資源開発｣、｢産業基盤整備」に資するものと位置づけられる。また、教育文化省の高等教育開発

に係る長期ガイドライン（1996年）では、ポリテクニック教育強化を高等教育開発の重点課題の

１つとしている。

　インドネシア教育文化省は、ポリテクニックを修了した中堅技術者に対する産業界の高いニー

ズに対応するため、現存する26校のポリテクニックに加え、2005年までに40校、2020年までに更

に115校、合計155校を新設する計画を有しており、そのためには取り急ぎ教員を大量に養成する

必要がある。また、ポリテクニックの現職教員のなかには十分な資格（学士号相当）をもってい

ない者も多く、無資格の現職教員の再教育（資格付与）が急務となっている。

　そこで、教育文化省は、電気、機械、土木の３系統の分野において全国で各１校ずつポリテク

ニック教員養成のための中核ポリテクニック（National Resource Polytechnic：ＮＲＰ）を

選定することとした。そのうえで電気分野についてはスラバヤ電子工学ポリテクニック

（Electronic Engineering Polytechnic Institute in Surabaya：ＥＥＰＩＳ）を選定し、

既存の技術者養成課程（ディプロマ３（Ｄ３）コース）を土台に電子工学、電気工学、通信工学

の３分野について新たに教員養成課程（ディプロマ４（Ｄ４）コース：大学卒相当）を設置する

ことを決定した。また、併せて産業界のニーズが高まりつつある情報工学分野の中堅技術者育成

のため、情報工学分野の技術者養成課程（Ｄ３コース）も新たに同校に設置することとなった。

このため1997年９月にこれら電気系ポリテクニック教員養成課程（Ｄ４コース）及び情報工学技

術者養成課程（Ｄ３コース）の設立に係るプロジェクト方式技術協力が我が国に要請された。

　これに対し国際協力事業団（ＪＩＣＡ）は、1998年10月に事前調査団を派遣して協力実施の可

能性を検討した結果、プロジェクト実施の妥当性は高いと判断された。これを踏まえて今般は、

インドネシア側とプロジェクト実施に係る協議を行うとともに、討議議事録（Ｒ／Ｄ）を締結し

て合意内容を確認することを目的に、本件実施協議調査を行うこととなった。
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１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

担当業務 　氏　名 　　　　　　　　所　　属　　先

団長・電気工学 藤井　信生 東京工業大学　理工学国際交流センター長・工学部教授

通信工学 青木　滋麿 国際協力事業団国際協力総合研修所　国際協力専門員

情報工学 松村　文夫 石川工業高等専門学校　校長

協力企画 山内　康一 国際協力事業団社会開発協力部社会開発協力第一課　職員

１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

日順 月日（曜日） 行　　　程 宿泊先 備　　　考

1 ８月４日（水） 10:55　成田発JAL725 ジャカルタ

16:05　ジャカルタ着

       （藤井団長以外の団員）

2 　　５日（木）  8:30  教育文化省高等教育総局長表敬 スラバヤ

 9:30  ＪＩＣＡ事務所打合せ

14:00  国家開発企画庁

       （ＢＡＰＰＥＮＡＳ）表敬

15:30  日本大使館表敬

18:00  移動GA322便

       ジャカルタ→スラバヤ

3 　　６日（金） ＥＥＰＩＳ施設見学 　　〃 成田発JAL725

→ジャカルタ→スラバヤ

（藤井団長のみ）

4 　　７日（土） ＥＥＰＩＳ関係者と打合せ 　　〃

5 　　８日（日） 資料整理 　　〃

6 　　９日（月） 午前：ＥＥＰＩＳ関係者と打合せ 　　〃

14:00 在スラバヤ総領事表敬

15:00 スラバヤ工科大学長表敬

7 　　10日（火） 午前：カウンターパート（Ｃ／Ｐ） 　　〃 ＊ＥＥＰＩＳ側からの要望で藤井

　　　本邦研修参加予定者の面接 教授による特別講議を行った。

午後：ＥＥＰＩＳ関係者と打合せ

　　　藤井団長による特別講議

8 　　11日（水） 高等教育総局長及びＥＥＰＩＳ関係者と 　　〃

打合せ

9 　　12日（木） 団内打合せ：短期専門家派遣計画策定 　　〃

Ｒ／Ｄ及びミニッツ署名・交換

国際協力特別賞の授賞式典

10 　　13日（金） 18:00　移動GA323便 機内 （山内団員のみ）

スラバヤ→ジャカルタ 16：30　日本大使館報告

23:30　ジャカルタ発JAL726 17：30　ＪＩＣＡ事務所報告

11 　　14日（土）  8：35　成田着
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

(１) 国家開発企画庁：ＢＡＰＰＥＮＡＳ

・Dr. Ir. Ananto Kusuma Seta Bureau of Religion, Education, Culture and

Sports

(２) 教育文化省：Ministry of Education and Culture

・Dr. Satryo Soemantri Brodjonegoro Director General of Higher Education

・高松　典雄 長期派遣個別専門家（高等教育行政）

(３) スラバヤ工科大学：Institute of Technology Surabaya

・Prof. Ir. Soegiono Rector, ITS

(４) スラバヤ電子工学ポリテクニック：Electronic Engineering Polytechnic Insti-

tute Surabaya

・Dr. Ir. Mohammad Nuh Director

・Ir. Dedid Cahya Happyanto Vice Director for Cooperation Affairs

・Ir. Muhammad Milichan Vice Director for Administration

・Ir. Gigih Prabowo Department of Electrical Engineering

・Ir. Son Kuswadi Head of Electronic Engineering

・牧野　　修 長期派遣個別専門家（電子通信技術）

(５) 在インドネシア日本大使館

・加藤　　敬 一等書記官

(６) 在スラバヤ日本総領事館

・小林　包昭 在スラバヤ総領事

(７) ＪＩＣＡインドネシア事務所

・庵原　宏義 事務所長

・北野　一人 担当所員

・Ir. Oetomo Djajanegara 教育分野在外専門調査員（アドバイザー）
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２．要約２．要約２．要約２．要約２．要約

　本「電気系ポリテクニック教員養成計画プロジェクト」実施協議調査団は、1999年８月４～14

日までの日程でインドネシアに派遣され、関係各機関と協議の結果、プロジェクト実施を取り決

めた討議議事録（Ｒ／Ｄ)（付属資料１）並びにミニッツ（付属資料２）の署名を取り交わした。

これにより本件プロジェクトは、スラバヤ電子工学ポリテクニック（ＥＥＰＩＳ）において、

1999年10月１日から５年間の予定で実施されることになった。

　ＥＥＰＩＳは、我が国が1988年に無償資金協力による校舎建設、1987～1994年までは電子工学

科と通信工学科の技術者養成コース（ディプロマ３（Ｄ３）コース）に係るプロジェクト方式技

術協力を行った学校で、インドネシアではもっとも優れた電気系ポリテクニックと評価されてい

る。

　本プロジェクトの主な内容は、電気系ポリテクニックの要員を養成するコース（ディプロマ４

（Ｄ４）コース）開設を主目的とし、併せて産業界のニーズが高い情報工学分野の技術者養成

コース（Ｄ３コース）の開設も協力範囲に含むことになっている。

(１) 目標とされる主な成果

１) 電子工学、電気工学、通信工学の３分野のＤ４コースの開設（２種類）

ａ) 現職教員再教育課程（特別Ｄ４コース：１年半／Ｄ３修了者向け）

ｂ) 高卒者対象の普通課程（Ｄ４コース：４年）

２) 情報工学分野のＤ３コース開設

３) 現職教員向けの短期研修コースの設置と運営

４) ＥＥＰＩＳの教員の教育研究能力の向上

５) ＥＥＰＩＳの学校運営体制の向上

(２) 主な投入

　日本側は長期専門家２～３人（チーフアドバイザー、調整員、情報工学）を常駐させ

る体制をとり、短期専門家を５年間で100人程度（年間20人程度、２～３週間）派遣する

一方、５年間で40人程度（年間８人程度）の研修員を日本の国内研修に受入れる計画で

ある。

　東京工業大学等の大学と、国立高専協会の協力の下、専門家派遣と研修員受入れを行っ

ていく計画である。
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３．討議議事録（３．討議議事録（３．討議議事録（３．討議議事録（３．討議議事録（Record of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of Discussions：Ｒ／Ｄ）の交渉経緯：Ｒ／Ｄ）の交渉経緯：Ｒ／Ｄ）の交渉経緯：Ｒ／Ｄ）の交渉経緯：Ｒ／Ｄ）の交渉経緯

３－１　交渉経緯３－１　交渉経緯３－１　交渉経緯３－１　交渉経緯３－１　交渉経緯

３－１－１　Ｒ／Ｄ

　付属資料１に添付したＲ／Ｄ作成の協議に際しては、日本側からＲ／Ｄの案を提示し、それに

基づいて議論を進める形をとった。主な論点は次のとおり。

(１) 事前調査団派遣時には、プロジェクト名称を「Strengthening of Polytechnic in

　　Electric-related Engineering Development：SPEED」とすることで合意していた。

しかし、英文校閲を行った結果、文法的に正しくないと判断されたため、プロジェクト

名称の変更を日本側より提案した。

　協議の結果、｢Strengthening of Polytechnic Education in Electric-related

Technology：SPEET」とすることで合意に至った。なお、｢工学」を「Engineering」で

はなく、｢Technology」と表記した。これは「Strengthening of Polytechnic Educa-

tion in Electric-related Engineering」とすると、略称が「SPEEE」となり、現地

語（ジャワ語）で「寂しい、活発でない」という意味になってしまうため、インドネシ

ア側と協議のうえで「Technology」に変更したものである。

(２) スラバヤ電子工学ポリテクニック（ＥＥＰＩＳ）は組織上スラバヤ工科大学の付属機

関であるため、インドネシア側の要望でスラバヤ工科大学の学長を合同調整委員会

（ＪＣＣ）の委員に入れることとなった。また、併せて同学長をプロジェクトに対する

「アドバイザー」と位置づけることとした。

(３) 事前調査団のミニッツ（Minutes of Meetings）では、合同調整委員会を「Joint

Steering Committee：ＪＳＣ」としていたが、｢Joint Coordinating Committee：

ＪＣＣ」に変更したい旨を日本側から提案した。｢Joint Steering Committee」とする

とＪＣＣにすべての決定権があるかのような印象を与えるが、実際には日本側の予算状

況や諸事情により、ＪＣＣの決定を100％尊重することができない場合も考えられる旨を

説明した。インドネシア側の理解を得て、｢Joint Coordinating Committee」とするこ

とで合意した。

(４) ANNEX Ⅳの「秘書、タイピスト、運転手をインドネシア側の予算で雇用する。」旨の

記述に関して、インドネシア側から日本側の負担でこれら補助要員を傭上してほしいと

いう要望があった。これらの経費は現地政府のローカルコストで対応するのが原則であ
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ること、臨時の秘書等であればプロジェクトの現地業務費で傭上できる旨を日本側から

説明し、インドネシア側の了解を得て、日本側提案どおりの書き方とすることで合意し

た。

(５) プロジェクト実施期間は1999年10月１日から５年間とすることで合意した。

３－１－２　ミニッツ

（１）プロジェクト実施体制の再確認

　事前調査の際に合意したプロジェクト実施体制について再確認し、組織図をミニッツ

に別添する形で合意した（付属資料２、ミニッツANNEX １参照)。

（２）カウンターパート（Ｃ／Ｐ）の配置

　プロジェクトのＣ／Ｐとして、ＥＥＰＩＳの69人の教員が指名された（ミニッツANNEX

２)。なお、このほかに管理部門のスタッフ及び助手が合計で約100人いるが、Ｃ／Ｐリ

ストには記載されていない。

（３）プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）

　プロジェクト実施の指針としてＰＤＭを活用することについて合意し、暫定ＰＤＭ案

としてミニッツに別添した（ミニッツANNEX ３)。プロジェクト開始後に専門家とＣ／Ｐ

で協議し、暫定ＰＤＭに改善・修正を加え、2000年１月末までにＪＣＣで正式に承認す

ることとした。

（４）実施計画（５年間)：Plan of Operation for the Whole Period

　プロジェクト協力期間全体（５年間）の実施計画については、プロジェクト開始後に

専門家とＣ／Ｐで協議して暫定案（ミニッツANNEX ４）に改善・修正を加え、2000年３

月末までにＪＣＣで正式に承認することとした。

（５）年間計画：Annual Plan of Operation

　1999年度の年間計画については、1999年11月末までに作成することで合意した。ま

た、毎年11月末までに次年度の年間計画を作成することで合意した。
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（６）Ｃ／Ｐ本邦研修

１) Ｃ／Ｐ本邦研修に参加したＣ／Ｐは、｢２Ｎ＋１」年間（Ｎ：研修期間、１年未満は

１年とみなす）はプロジェクトにかかわる業務に必ず従事させることをミニッツに明記

した。

２) Ｃ／Ｐ本邦研修に参加したＣ／Ｐには、本邦研修の成果を活かして教材・テキスト・

マニュアル等を最低１点は作成させることを義務づけた。

３－２　プロジェクトの基本計画３－２　プロジェクトの基本計画３－２　プロジェクトの基本計画３－２　プロジェクトの基本計画３－２　プロジェクトの基本計画

　先方と協議の結果、合意したプロジェクトの基本計画（Master Plan）はＲ／ＤのANNEXⅠに

添付された。その内容は次のとおりである。

(１) 上位目標

　インドネシア全国のポリテクニックに優秀な電気系ポリテクニック教員が供給され、

産業界で必要とされる電気系中堅技術者が育成される。

(２) プロジェクト目標

　ＥＥＰＩＳが、①電子工学、電気工学、通信工学の３分野の十分な資格と実力を備え

たポリテクニック教員、②情報工学分野の中堅技術者、を養成できるようになる。

(３) プロジェクトの成果

１) 電子工学、電気工学、通信工学の３分野のポリテクニック現職教員再教育課程（特

別Ｄ４コース：１年半）が設置され、円滑に運営される。

２) 電子工学、電気工学、通信工学の３分野のポリテクニック教員養成課程（Ｄ４コー

ス：４年）が設置され、円滑に運営される。

３) 情報工学分野の技術者養成課程（Ｄ３コース）が設置され、円滑に運営される。

４) 電子工学、電気工学、通信工学の３分野のポリテクニック現職教員の再教育用短期

研修コースが設置され、円滑に運営される。

５) Ｃ／Ｐの教員の教育研究能力が向上する。

６) ＥＥＰＩＳの学校運営体制が向上する。
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４．プロジェクト実施上の留意点４．プロジェクト実施上の留意点４．プロジェクト実施上の留意点４．プロジェクト実施上の留意点４．プロジェクト実施上の留意点

４－１　プロジェクトの実施体制４－１　プロジェクトの実施体制４－１　プロジェクトの実施体制４－１　プロジェクトの実施体制４－１　プロジェクトの実施体制

４－１－１　プロジェクトの組織

　討議議事録（Ｒ／Ｄ）において、教育文化省高等教育総局長がプロジェクトの最終的な責任

を負い、スラバヤ電子工学ポリテクニック（ＥＥＰＩＳ）校長はプロジェクトマネージャーと

してプロジェクトの運営に係る責任を負うことと規定された。

　また、ＥＥＰＩＳは組織上スラバヤ工科大学の付属機関であるため、スラバヤ工科大学の学

長をプロジェクトの「アドバイザー」として位置づけた。ただし、スラバヤ工科大学学長は、

プロジェクトの指揮命令系統のラインには入らず、適宜必要に応じて助言を行うという位置づ

けである（ミニッツANNEX１参照)。

４－１－２　合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：ＪＣＣ）

　プロジェクトの運営に係る調整のために、最低でも年間１回程度のＪＣＣを開催することで

合意した。

(１) Ｒ／Ｄでは、ＪＣＣの機能を次のように規定した。

・プロジェクトの実施計画や年間計画についての協議及び承認

・プロジェクトの進捗状況の確認及び評価

・プロジェクト実施上の問題点への対応策の検討

(２) ＪＣＣの議長は、教育文化省高等教育総局長が務め、その他の委員の構成は次のとお

り。

１) インドネシア側委員

・教育文化省高等教育総局学術局長

・スラバヤ工科大学学長

・ＥＥＰＩＳ校長

・国家開発企画庁（ＢＡＰＰＥＮＡＳ）の代表者

・その他議長によって指名された者

２) 日本側委員

・チーフアドバイザー

・業務調整員

・専門家

・ＪＩＣＡインドネシア事務所の代表者
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・その他議長によって指名された者

　＊日本大使館の代表者もオブザーバーとして参加することができる。

４－１－３　実施機関の人員

　ＥＥＰＩＳの教職員数は、1999年８月段階のデータでは、教員71人、職員（助手と事務局職

員等）104人である。これからＤ４コースの拡充のために、毎年４～５人のペースで新規に教員

を採用していく計画である。

　教員のうち、博士号取得者が２人（１人が博士課程履修中)、修士号取得者が10人（３人が

修士課程履修中)、その他が学士号取得者である。教員のほとんどがスラバヤ工科大学の卒業

であるが、スラバヤ工科大学はインドネシア有数の工科大学であり、教員の質は比較的高いと

判断される。

４－２　実施計画４－２　実施計画４－２　実施計画４－２　実施計画４－２　実施計画

４－２－１　専門家派遣計画

（１）長期専門家派遣計画

１) 長期専門家２～３人の常駐体制を計画している。チーフアドバイザーと業務調整員

はプロジェクトの全期間を通じて派遣され、そのほかに必要があれば技術分野の長期専

門家１名を派遣する。プロジェクト前半（２～３年）は、新規に情報工学コースを設置

するため、情報工学の長期専門家を派遣する必要がある。

２) 本件プロジェクトは、情報工学分野以外での長期専門家派遣は想定していない。電

子工学、電気工学、通信工学の３分野については、必要性が生じ、かつ、リクルートが

可能であれば、長期専門家１人を派遣する可能性も残している。ただし、大学・高専と

もに長期専門家の派遣が非常に難しいのが実情である。

３) 電子工学、電気工学、通信工学の３分野については、ＥＥＰＩＳはすでにある程度

の基礎があるため、長期専門家による技術指導の必要性は低いと判断される。むしろ

様々なバックグラウンドをもった短期専門家を多数派遣し、幅広い技術分野をカバーす

ることが望ましい。

(２) 短期専門家派遣計画について

１) 1999年度については、３月中旬頃から２～３週間程度の短期専門家５人程度が適当

（大学・高専ともに対応可能)。分野は、情報工学が２人、電気工学、電子工学、通信

工学が各１人ずつが望ましい。

２) 短期専門家は、最低５人程度のチームで集中的に派遣する必要がある。カリキュラ
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ム開発は、複数の専門家が知恵を出し合って協同作業で行うべきものである。最低でも

５名程度の専門家が集まって議論しながらカリキュラム開発を行わないと、偏った内容

になってしまうことがある。また、人によって考え方や方針が異なるので、時期をずら

してばらばらに短期専門家を派遣すると、それぞれの専門家がいろいろな意見をいって

収拾がつかなくなる恐れがある。

３) 大学教員と高専教員のバランスも重要である。実践的なカリキュラムづくりのため

には、高専教員による指導が不可欠である。

４) なるべく早めに短期専門家を人選し、その短期専門家の所属先大学・高専のカリキュ

ラム・教材等を基に早めに派遣準備を始めてもらうのが理想的である。

５) 2000年度については、７～８月にかけて第１陣（９人)、９月に第２陣（９人)、３

月に第３陣（９人）といった形で集中的に短期専門家を派遣することが理想的である。

また、同じ人に何度も短期専門家をお願いするのが望ましい。

６) カリキュラム開発のための短期専門家チームの構成案は表－１のとおり。

表－１　カリキュラム開発チーム案

最低限必要な人数 望ましい人数 優先順位 リクルート先

情報工学 ２人 ３人 １ 主：高専、副：大学

電子工学 １人 ２人 ２ 主：大学、副：高専

通信工学 １人 ２人 ３ 主：大学、副：高専

電気工学 １人 ２人 ４ 主：大学、副：高専

(３) 専門家リクルート体制

　長期専門家のうちチーフアドバイザーと業務調整員はＪＩＣＡ内部の人材から独自に

リクルートを行うこととなった。他方、通常は高等教育関係（大学、高専）プロジェク

トの長期専門家は文部省に推薦を依頼するケースが多いが、本件プロジェクトの情報工

学分野の長期専門家については大学・高専ともに人選が困難であるため、一般公募（新

聞・雑誌等により広く公募）によってリクルートを行う方針とし、関係者の同意を得た。

　短期専門家のリクルートに関しては、おおまかに分けると高専レベルのＤ３コース（情

報工学）にかかわる短期専門家は主に国立高専協会（文部省経由）に人選を依頼し、大

学レベルのＤ４コース（電子工学、電気工学、通信工学）にかかわる短期専門家は主に

大学（東京工業大学中心）でリクルートすることとなる。ただし、この区分は厳密なも

のではなく、大学教員がＤ３コース（情報工学）の指導に派遣されることも、高専教員

をＤ４コース（電子工学、電気工学、通信工学）の指導に派遣することもあり得る。ま
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た、ポリテクニック教育の強みは実践的なカリキュラムであるため、実践的な専門教育

を行っている高専の教員による指導が不可欠であろう。

４－２－２　研修員受入計画

　インドネシア側では、Ｃ／Ｐ本邦研修について、Ｄ３コース（11人）及びＤ４コース（33

人）の両コースで、５年間に合計44人の受入れを要望している。ＪＩＣＡでは対応困難な「英

語教授法」の研修の要望があるが、それを除けば、研修要望はおおむね妥当なものと思われ

る。初年度（プロジェクト１年目）の研修希望者８人について、面接聞き取り調査を行った結

果、いずれの研修希望者も２か月の日本語教育と９か月の専門分野の研修を希望している。し

かし、日本滞在期間が11か月という比較的短期であるにもかかわらず、日本語研修に２か月間

を費やすことは専門研修のうえでは効率が悪い。専門研修の場合、研修員受入先では、研修員

は個別の研究室に所属し、教官、研究室スタッフ及び研究室日本人学生と密接した生活環境と

なるため、特に日常生活で日本語に困ることは少ないと予想される。したがって、日本語研修

は可能な限り短縮し、専門研修に時間を割くべきである。

　ポリテクニック教員養成を目的とするＤ４（電気、電子、通信）コースでは、より高度な専

門的知識を必要とする。このため、各コースの中心となるべき教員は、少なくとも修士号を取

得すべきであろう。インドネシア側では、このプロジェクトをとおして18人の修士号取得を計

画している。内訳は、インドネシア国内での大学留学が15人、日本の大学への派遣が３人であ

る。Ｄ４コースで充実した教育を行うためには是非実現するべき数値である。また、将来、学

科長、校長等の重要なポストにつくことが予想される教員については、可能な限り博士号を取

得させるべきであろう。今回、面接した教員のなかにも、博士課程に入学できる資質を有する

教員がみられた（具体的には、Son Kuswadi氏)。この教員については、日本の大学の博士課

程に留学することを勧める。東南アジアの教育レベルの向上とともに、博士号取得の要望は今

後増大することが予想される。現在、ＪＩＣＡでは、修士課程入学プログラムは有している

が、これを機会に博士課程入学プログラムにまで拡張することを検討するべきである。

　研修員受入計画は、当該年度の前年の適当な時期に面接を行い、研修希望者の専門分野、研

修内容について調査すべきである。これは、短期専門家が現地に滞在している間に実行でき、

その面接内容に応じて、日本国内の受入先を決定する必要がある。

　今回の面接では、多くの教員が日本の特定の高専を受入機関として希望していた。これらの

なかには、研修専門分野として必ずしも適当ではない場合も見受けられ、単にその高専の名前

を知っていたという理由によるものもあった。前プロジェクトの際、日本から多くの高専の教

官が赴き、ＥＥＰＩＳの教育、研究に努力され、高専の知名度の向上に貢献された結果と思わ

れる。今回のプロジェクトでは大学レベルの研究、教育もＤ４では不可欠であり、大学での研
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修員受入れを積極的に行うべきである。そのためには、研修員の希望を取り入れることも重要

であるが、最適な研修員受入先を広い目でみて決定することが重要である。

　その他の留意事項として、高専でのＣ／Ｐ研修受入れについては、ＪＩＣＡから文部省に協

力を依頼し、文部省から国立工業高等専門学校協会（国専協）の留学生・海外協力専門部会に

依頼するという流れで受入れ手続きを行う必要がある。国専協は、研修員本人の研修科目（専

門)、学歴、語学力等を勘案し、広く全国の高専に受入れを呼びかけることになる。

４－２－３　機材供与計画

　インドネシア側から要望のあった機材供与計画の総額は、５年間でおよそ２億円程度であっ

た。要請されている機材の内容の一部をみる限り、おおむね妥当な内容と推測される。ただ

し、有償資金協力によるＥＥＰＩＳ整備事業（資機材整備・校舎建設）がインドネシア政府か

ら日本政府に2000年度案件として要請されており、同事業の進捗状況との兼ね合いもあるの

で、今の段階では５年間の機材供与計画全体について判断することは難しい。

　有償資金協力の案件が実施されない場合は、５年間で２億5,000万円程度の機材供与が必要

となると判断される。他方、有償資金協力の案件が実施される場合は、機材供与の総額は小さ

くなり、１億5,000万円程度の機材供与で十分に期待される成果を達成できるものと推測され

る。

　各コースごとの機材供与計画についての調査団コメントは次のとおり。詳細な機材供与計画

リストについては、プロジェクト開始後日本人専門家と協議のうえ、早急に作成することと

なっている。

(１) 情報工学コース

  インドネシア側から１～３年目の機材供与計画案の提出があったが、十分な時間的余

裕がない状況で作成されたため、設備名、規格、金額などについて更に検討する必要が

ある。ただし、詳細については、日本側の専門家が加わったカリキュラム及びシラバス

の作成後、それに見合った機材とすべきである。情報工学教育としての機材をおよそ網

羅しているようであるが、更に情報工学の基礎である電子回路を学ぶための機材も必要

かも知れない。

(２) 電気工学、電子工学コース

　電気、電子工学科のＤ３コース及びＤ４コースは、そのカリキュラムに共通部分も多

い。そのため、必要機材は、主として機能の低下した現有機材の取り替え、Ｄ４コース

新設に伴う学生増に対応するための現有同種機材の補充、並びにＤ４コースに必要な機

材の新規導入に分けられる。特にＤ４コースのために新規に導入するべき機材は、学生
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実験用よりはむしろ研究用機材となっている。これは、教員養成のためのＤ４コースで

は、教員が常に研究意識をもつことが重要で、これに対する研究環境の整備を行うため

のものである。

　このような観点から、提出された必要機材リストを検討すると、その内容はおおむね

妥当と思われる。また、機材導入年次計画も入念に立案されているようである。価格等

一部不明確な点もあるが、これらは、年次進行に伴い順次検討し解決できるものである。

特に、Ｄ４コースを担当し、このプロジェクトで修士号、あるいは博士号を取得した教

員（すでに取得している教員も含めて）の研究室の充実は重要課題である。この５年間

のプロジェクトをとおして、国際レベルの研究が可能な研究設備の完備を実現すること

は、今後のＥＥＰＩＳのレベルの維持、向上に不可欠である。ほとんどのＣ／Ｐ研修員

（修士、博士）が現場に復帰するプロジェクト後半には、これも考慮に入れるべきであ

る。

(３) 通信工学

　通信工学コース（Ｄ４）の機材供与計画に関する要請内容（機材リスト）について、

その基本的考え方（機材整備方針)、年度別の重点、優先度、必要性等を次のとおり聴取

した。　

　Ｄ３とＤ４の通信コースで必要とされる機材は、基本的に共用できる。

　このため、本計画の機材リストの大半（66％）が、Ｄ３コース用の現有機材の更新と

なっている。これらの現有機材は、1988年に導入されてから10年以上も経過しているた

め、修理不能になったり、機能が陳腐化し新技術に対応できなくなったりするなど、耐

用年数が過ぎたものとなっている。

　これ以外の新規に導入する機材は、これからの新技術に対応するためにＤ４コース用

に導入するものであるが、Ｄ３コースにも使用することができる。

　当面の緊急課題は、無資格の他のポリテクニック教官の再教育（資格付与）を目的と

して、1999年の９月から開始する１年半のＤ４コース用の機材の整備であるが、２年目

以降は各年度のカリキュラムに対応した機材を整備する計画である。通信工学の分野は、

特に技術の進歩が激しいので、ＪＩＣＡ専門家の指導とＣ／Ｐの日本での研修を十分受

けたうえで、最新式の機材の導入を慎重に検討したいとしている。

　以上の状況から判断すると、他コース（電気、電子、情報工学コース）の場合と同様

に、提出された機材リストは、おおむね妥当と考えられるが、新技術にかかわる個別の

機材、設備の内容については、その必要性や妥当性、導入時期等の根拠を更に検討する

必要がある。
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４－２－４　修士号取得プログラム

　インドネシア教育文化省の基本方針として、Ｄ３コースを教える教員にはひとつ上のレベル

の工学部卒業（Ｓ１）またはＤ４コース卒業が望ましく、Ｄ４コースを教える教員には更に１

つ上のレベルの修士号（Ｓ２）取得者が望ましいとされている。

　したがって、Ｄ４コースを開設・運営するためには一定数の修士号取得者を確保する必要が

ある。現在、ＥＥＰＩＳの教員で、博士号取得者は２人（そのほかに１人は博士課程在籍中)、

修士号取得者は10人（そのほかに３人が修士課程在籍中）となっている。更に20人程度に修士

号を取得させる必要がある。

　本件プロジェクトにおいても、Ｃ／Ｐの修士号取得への支援を活動の柱の１つとして取り組

んでいくこととなった。インドネシア側からは、ＪＩＣＡ長期研修員制度を利用して３人と、

プロジェクトの現地業務費を活用した国内留学支援により15人、合計18人に修士号を取得させ

ることが提案された。

　しかし、ＪＩＣＡの長期研修員制度は非常に競争が激しく、また、ＪＩＣＡ内で主管部署が

異なるため（国内事業推進部主管)、５年間で３人を受入れることはコミットできない旨を説

明し、インドネシア側の了解を得た。ただし、できるだけインドネシア側の要望に沿って５年

間で３人の長期研修員を受入れられるように最大限配慮する。

　Ｃ／Ｐの国内留学に関し、当初インドネシア側から授業料と手当（allowance）のすべてを

日本側で負担するよう要請されたが、ＪＩＣＡの規程では手当（allowance）の部分は負担で

きないことを説明し、日本・インドネシア双方で費用を折半し、授業料は日本側負担、手当は

インドネシア側負担とすることで結着した。国内留学は、主に同じキャンパスにあり、インド

ネシア有数の工学系大学であるスラバヤ工科大学の修士課程で実施することとなる。修士号取

得に必要な期間は最低で約２年半（５学期／５semester）である。国内留学経費（教育文化省

の規程額）は、授業料が１学期当たり日本円換算で約５万円、手当が１学期あたり約９万円ほ

どかかる。このような形の国内留学により５年間で15人の修士号取得を支援することで合意し

た。
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５．その他の特記すべき事項５．その他の特記すべき事項５．その他の特記すべき事項５．その他の特記すべき事項５．その他の特記すべき事項

５－１　教員の研究活動の強化５－１　教員の研究活動の強化５－１　教員の研究活動の強化５－１　教員の研究活動の強化５－１　教員の研究活動の強化

　工業高等専門学校（ポリテクニック）は、中堅技術者を養成することを使命としている。これ

ら技術者はインドネシアの工業の発展に貢献することを期待されている。日進月歩の工業界にお

くれをとることなく、常に最新の技術に追従できるだけの能力と資質が要求される。このために

は、これら技術者を教育する教員はもちろん、特にその教員を養成するディプロマ４（Ｄ４）

コースの教員は、常に高度で時代に乗り遅れない知識を有することが必須である。

　Ｄ４教員に要求される高度で、時代に対応した知識の取得は、単に最新の論文を熟読するだけ

では不十分で、自らの研究により自己研鑽を行い、得られた知見を学生に教授することが肝要で

ある。特に、修士号、願わくば博士号を全教員が取得することが理想であり、その第１段階とし

て、研究環境の整備は重要である。Ｄ４コースの教員は、研究の成果により工業界、産業界に貢

献できる醍醐味を知るべきである。このような研究環境の整備により、教員のスラバヤ電子工学

ポリテクニック（ＥＥＰＩＳ）への定着が図られ、また、その結果、充実した教育が可能とな

る。

　現在のＥＥＰＩＳの設備は、当初の目的がディプロマ３（Ｄ３）コース学生の教育であったた

め、研究という面からは不十分である。一部の教員は、研究活動にも熱心で、論文も国内レベル

ではあるが発表している。しかし、多くの教員は研究レベルには至っていないように見受けられ

る。これは、研究環境の貧弱さに起因するところが大きい。

　日本からの長期、短期専門家とも共同で研究活動を行い、やがては研究面でも独立でき、国際

レベルの成果を挙げることを目標として、研究環境の強化も本プロジェクトで支援すべき項目で

ある。とりあえずは、有望な教員の博士号取得プログラムを取り入れることから開始することが

考えられる。

　また、教育文化省ではプロポーザル競争方式による研究助成制度を実施しているが、ＥＥＰＩＳ

が提出した研究プロポーザルが承認されて、1999年から５年間で約5,000万円相当の研究助成金

を受け取ることとなった。学校の１年間の運営経費が約4,800万円であることを考慮すると、５

年間で5,000万円の研究助成金は無視できない金額である。この研究助成金は、教育研究用機材

の購入や更新に使うことができるため、学校運営上非常に重要な財源である。このように、教員

の研究活動の強化は、ＥＥＰＩＳの財政的自立発展性の強化にもつながる。
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５－２　校舎・施設の増設計画５－２　校舎・施設の増設計画５－２　校舎・施設の増設計画５－２　校舎・施設の増設計画５－２　校舎・施設の増設計画

　ＥＥＰＩＳの建物は、日本の無償資金協力により1988年に建設された。建物は、10年たった現

在も非常に良好な状態で維持管理されている。

　しかし、ＥＥＰＩＳの建物は360人の学生を収容するための校舎として設計されていたもので、

現在のＥＥＰＩＳの学生数は、昼のコースだけで500人と当初計画の収容人数を大幅に超過した

状態である（夜間を含めると700人の学生が在籍している)。

　当面は、Ｄ４コースもＤ３コースも生徒数を少なめに設定し、授業時間をずらして教室を最大

限有効活用することで対応可能であるが、新たにＤ４とＤ３のコースをフルスケールで本格的に

開始するには手狭になってきている。そのため、校舎の増設と、生徒数増加に伴う実験・実習用

資機材の増加が望まれている。

　このような背景の下、1998年３月に実施された海外経済協力基金（ＯＥＣＦ）による「ポリテ

クニック整備事業案件形成促進調査（ＳＡＰＲＯＦ）」でも、ＥＥＰＩＳの校舎増設、資機材の

供与が提案されている。ＯＥＣＦによるポリテクニック整備事業（有償資金協力）は、経済危機

の影響によりインドネシア政府内で一時的に要請が棚上げになっていた。しかし、教育文化省か

ら得た情報では、教育文化省の強い要望により国家開発企画庁（ＢＡＰＰＥＮＡＳ）は、1999年

８月中にポリテクニック整備事業の正式要請を日本大使館に発出する予定とのことである。在イ

ンドネシア日本大使館、ＯＥＣＦはともにポリテクニック教育拡充の重要性を認識しており、本

件要請を前向きに検討したいとコメントしている。ただし、インドネシアの大統領選挙を控えて

いるため、本件を含めたすべての有償資金協力案件の新規採択が次年度以降に見送られる可能性

もあり、ポリテクニック整備事業の採択は微妙な状況である。

５－３　電気系中核ポリテクニック（ＮＲＰ）としての役割５－３　電気系中核ポリテクニック（ＮＲＰ）としての役割５－３　電気系中核ポリテクニック（ＮＲＰ）としての役割５－３　電気系中核ポリテクニック（ＮＲＰ）としての役割５－３　電気系中核ポリテクニック（ＮＲＰ）としての役割

　インドネシア教育文化省高等教育総局（ＤＧＨＥ）は、ポリテクニックを修了した中堅技術者

に対する産業界からの高いニーズに対応するため、多数のポリテクニックの新設を全国的に計画

している。この計画に基づいて必要となる教員の確保が急務となっている。このためには、新規

に教員を多数養成する必要がある。また、ポリテクニックの現職教員のなかには、十分な資格

（学士号相当）をもっていない者も多く、無資格の現職教員の再教育（資格付与）も必要となっ

ている。

　そこで、教育文化省は、電気、機械、土木の３系統の分野において、全国的に最も優秀である

と評価されるポリテクニックを各１校ずつ選定し、ポリテクニック教員を養成するための中核ポ

リテクニック（ＮＲＰ）とした。電気系においては、ＥＥＰＩＳが選定され、電子工学、電気工

学、通信工学の３学科について、新たに教員養成課程（Ｄ４コース：大学卒相当）が設置される

ことになった。なお、機械系ＮＲＰと土木系ＮＲＰについては、いずれもバンドン工科大学の付
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属ポリテクニックであるバンドン機械工学ポリテクニック（ＰＯＬＭＡＮ）とバンドン土木工学

ポリテクニック（ＰＯＬＢＡＮ）が選定され、機械系と土木系の教員養成課程（Ｄ４コース）が

設置される。

　ＥＥＰＩＳが電気系ポリテクニック教育の中核機関として３つのＮＲＰの１つに選定された理

由は、これまでの日本の協力により、｢人材育成」｢学校運営管理」｢実験、研究環境」の３点で

他のポリテクニックの電気系の状況を大きく凌いでいると評価されたことによる。

　ＥＥＰＩＳの未来像は、電気系の実践的技術者教育（Professional Engineering Education）

における国内外の模範校（Center of Excellence）となることにある。ＥＥＰＩＳはＮＲＰで

あることによって、今後インドネシアのポリテクニック教育の発展と向上に対して貢献する役割

を積極的に担うことが期待されている。このため、ＥＥＰＩＳは、教職員の啓発、中堅技術者

（テクニシャン）の実習訓練、自発的な応用研究などに重点的に取り組む必要がある。

　具体的な活動としては、ＥＥＰＩＳが教材・テキストを開発し、他のポリテクニックに対する

研修の実施と設備の改善を行うとともに、全国的カリキュラムを開発して、ポリテクニック教育

の質を維持するための認可基準（Indonesian Engineering Competence Based Standard）を

提案することである。また、実践的教育の提供者（Professional Education Provider）とし

てのＥＥＰＩＳの活動には、産業界や地域社会に発生する諸問題の解決を可能にする応用面を重

視した共同研究を、他の大学、研究機関、メーカー等と協力して実施することも含まれる。

５５５５５－４　教育文化省のポリテクニック拡充計画－４　教育文化省のポリテクニック拡充計画－４　教育文化省のポリテクニック拡充計画－４　教育文化省のポリテクニック拡充計画－４　教育文化省のポリテクニック拡充計画

　インドネシアの教育文化省は、既存の26校のポリテクニックに加え、2020年までに155校のポ

リテクニックを新設する計画を有している。世界銀行、アジア開発銀行（ＡＤＢ)、ＯＥＣＦ、

他のドナーの支援による新設や、労働省傘下の職業訓練校の拡充によるＤ３コースの設置等によ

り、155校のポリテクニックを増設する予定である。

　1997年の経済危機以降は計画の一部が延期されているが、教育文化省高等教育総局のサトリオ

総局長によれば、155校のポリテクニック増設計画は、計画に遅れが出ているものの、最終的な

目標に変化はなく、引き続きポリテクニック教育の拡充を図っていく方針であるとのことであっ

た。したがって、長期的視点に立てば、ポリテクニック校の増加に伴う教員需要の増加は明らか

であるといえる。

５－５　第三国集団研修「電子工学教育」（５－５　第三国集団研修「電子工学教育」（５－５　第三国集団研修「電子工学教育」（５－５　第三国集団研修「電子工学教育」（５－５　第三国集団研修「電子工学教育」（19981998199819981998～～～～～20032003200320032003年）年）年）年）年）

　ＪＩＣＡは、ＥＥＰＩＳを拠点にインドネシア政府と共同で第三国集団研修「電子工学教育」

を1993年より実施している。この研修コースは、アジア地域（マレイシア、タイ、ラオス、フィ

リピン、パキスタン、スリ・ランカ、バングラデシュ、ネパール、ヴィエトナム）から研修員を
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ＥＥＰＩＳに招いて、日本人専門家とインドネシア人専門家の指導の下で電子工学教育に係る研

修を実施するものである。当初は1993年から５年間の予定であったが、高い評価を受けているた

め、更に５年間延長して2003年まで実施することとなった。

　本件プロジェクト方式技術協力とは、技術移転の対象者（Ｃ／Ｐ）が異なり、直接的には関係

しない。しかし、第三国研修の円滑な実施のためにプロジェクトの専門家チームの側面的サポー

トが必要となる可能性もあるので、第三国研修との連携も視野に入れる必要がある。

５５５５５－６　ロボットコンテスト－６　ロボットコンテスト－６　ロボットコンテスト－６　ロボットコンテスト－６　ロボットコンテスト

　ＥＥＰＩＳは、これまで数回ＮＨＫのロボットコンテストに参加し、ベストアイデア賞やベス

ト４入賞等の実績をあげている。1999年11月には教育文化省共催のイベントとして、インドネシ

ア・ロボットコンテストがＥＥＰＩＳにて開催される予定である（ＪＩＣＡの広報費にて一部支

援予定)。これは、ＮＨＫのロボットコンテストの予選となり、ＮＨＫ等でも放送される可能性

が高い。今後、毎年ＥＥＰＩＳにおいてインドネシア・ロボットコンテストが開催される計画で

あるが、プロジェクト活動の一環として支援することを検討したい。具体的な支援内容として

は、ロボット製作に必要な部品を供与機材の一部として購入することなどが考えられる。
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　討議議事録（資料１　討議議事録（資料１　討議議事録（資料１　討議議事録（資料１　討議議事録（Record of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of DiscussionsRecord of Discussions：Ｒ／Ｄ）：Ｒ／Ｄ）：Ｒ／Ｄ）：Ｒ／Ｄ）：Ｒ／Ｄ）

資料２　ミニッツ（資料２　ミニッツ（資料２　ミニッツ（資料２　ミニッツ（資料２　ミニッツ（Minutes of MeetingsMinutes of MeetingsMinutes of MeetingsMinutes of MeetingsMinutes of Meetings：Ｍ／Ｍ）：Ｍ／Ｍ）：Ｍ／Ｍ）：Ｍ／Ｍ）：Ｍ／Ｍ）

資料３　インドネシアのポリテクニック教育の位置づけ資料３　インドネシアのポリテクニック教育の位置づけ資料３　インドネシアのポリテクニック教育の位置づけ資料３　インドネシアのポリテクニック教育の位置づけ資料３　インドネシアのポリテクニック教育の位置づけ
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